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所 属 健康福祉部 高齢福祉課

担当(係)名 いきがい支援担当 内線 2594

（款）３民生費 （項）１社会福祉費 （目）(6)老人福祉費

（明細書事業名）○高齢者福祉総合対策費

高齢者見守り推進事業費

１ 事 業 費 【財源内訳】 【主な使途】

３，６００ 国庫 1,800 委託料 2,176（ ）連絡相談窓口設置等

（前年度 ０） 一般財源 1,800 報償費 578（委員会開催等）

需用費 300（啓発資料作成）

２ 背景・目的

全国の都市部を中心に、地域から孤立した高齢者や単身高齢者の死亡が増加してい

ることや、今後の高齢者数の増加に伴い、65歳以上の一人暮らしの高齢者、夫婦のみ

世帯等の増加が見込まれる。このため、高齢者単独世帯、高齢者夫婦世帯、老々介護

世帯等の「地域から孤立しがちな世帯」の実状を把握するとともに、高齢者の孤立死

を防止するための見守り事業を推進する。

【県内高齢者の世帯形態別世帯数(H17国勢調査)】
・全 世 帯 713,452世帯
・ 44,731世帯（ 6.3％）独 居 高 齢 者 世 帯 全世帯に占める割合
・ 52,866世帯（ 〃 7.4％）高 齢 者 夫 婦 世 帯

３ 事 業 内 容

(1) 見守り体制構築支援・調査研究委員会の開催（県実施）

地域ネットワーク運営会議、連絡相談窓口等のあり方検討、市町村委託成果分析、啓発資料作成

(2) 地域ネットワーク運営会議の開催（市町村委託：２か所）

「地域から孤立しがちな世帯」の実情把握、孤立死の事例分析や防止方策の検討

(3) 連絡相談窓口の設置（市町村委託：２か所）

(4) 地域包括支援センター等関係機関向け説明会の開催（県実施）

(5) 地域住民向けシンポジウムの開催（県実施）

地域包括支援センター等関係機関向け説明会○県実施 (4)

(1)見守り体制構築支援・調査研究

委員会 (5)地域住民向けｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ

検討結果 委託結果

○市町村委託

(2)地域ネットワーク (3)連絡相談

運営会議 窓口


